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【表紙】
 

【提出書類】 四半期報告書の訂正報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第４項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成30年９月14日 

【四半期会計期間】 第36期第１四半期（自  平成28年４月１日  至  平成28年６月30日） 

【会社名】 株式会社ジャストシステム 

【英訳名】 JUSTSYSTEMS CORPORATION 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  関灘  恭太郎 

【本店の所在の場所】 徳島県徳島市川内町平石若松108番地４ 

(同所は登記上の本店所在地であり、実際の業務は「最寄りの連絡場所」で

行っております。) 

【電話番号】 該当事項はありません。 

【事務連絡者氏名】 該当事項はありません。 

【最寄りの連絡場所】 東京都新宿区西新宿６丁目８番地１号  住友不動産新宿オークタワー 

【電話番号】 ０３（５３２４）７９００（代表） 

【事務連絡者氏名】 経営企画室長 重田 裕史 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

(東京都中央区日本橋兜町２番１号） 
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１【四半期報告書の訂正報告書の提出理由】
 当社は、法人向け事業の一部製品について、当社の元従業員が無断で返品条項（一定の場合に当社が販売店からの返

品を受け付ける内容の条項）等を付帯して販売店に販売していた事実（本件行為）が判明したため、平成30年７月24日

に当社と利害関係を有しない外部の専門家から構成される特別調査委員会を設置し、実態の全容把握と本件行為に係る

原因究明に努めてまいりました。 

 平成30年９月７日に受領した同委員会による調査結果報告及びその他の事項を含む累積的影響額を踏まえ、当社は、

販売店においてお客様（法人）への販売が完了していない取引に係る売上高の取消し等、過年度決算の修正と同時に、

過年度において重要性がないため遡及修正をしていなかった事項に関する修正も併せて行うことといたしました。 

 以上の結果、当社は、過去に提出いたしました有価証券報告書等に記載されている連結財務諸表及び財務諸表並びに

四半期連結財務諸表に含まれる一連の会計処理を訂正することといたしました。 

 これらの決算訂正により、当社が平成28年８月９日に提出いたしました第36期第１四半期（自 平成28年４月１日 

至 平成28年６月30日）に係る四半期報告書の一部を訂正する必要が生じましたので、金融商品取引法第24条の４の７

第４項の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出するものであります。 

 なお、訂正後の四半期連結財務諸表については、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けており、そ

の四半期レビュー報告書を添付しております。 

 

２【訂正事項】
第一部 企業情報 

第１ 企業の概況 

１ 主要な経営指標等の推移 

第２ 事業の状況 

３ 財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

第４ 経理の状況 

２．監査証明について 

１ 四半期連結財務諸表 

（１）四半期連結貸借対照表 

（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

 注記事項 

 （四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 （１株当たり情報） 

 

３【訂正箇所】
 訂正箇所は＿＿＿を付しております。なお、訂正箇所が多数に及ぶことから上記の訂正事項については、訂正後のみ

を記載しております。
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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第35期 

第１四半期連結 
累計期間 

第36期 
第１四半期連結 

累計期間 
第35期 

会計期間 

自平成27年 
 ４月１日 
至平成27年 
 ６月30日 

自平成28年 
 ４月１日 
至平成28年 
 ６月30日 

自平成27年 
 ４月１日 
至平成28年 
 ３月31日 

売上高 （千円） 3,789,565 3,960,643 17,183,205 

経常利益 （千円） 1,049,459 1,100,753 4,070,247 

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益 
（千円） 844,251 849,888 2,682,785 

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 819,932 905,816 2,802,885 

純資産額 （千円） 28,392,063 30,895,485 30,182,342 

総資産額 （千円） 33,651,979 37,171,890 36,557,305 

１株当たり四半期（当期）純利益

金額 
（円） 13.15 13.23 41.77 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 84.4 83.1 82.6 

  （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２【事業の内容】

  当第１四半期連結累計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、

主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

  当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

  当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

  当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府の経済政策効果への期待感が下支えとなり緩やかな回

復基調が続きましたが、海外経済の先行き不透明感の強まりや円相場の不安定な動きにより、企業の設備投資や

個人消費は足踏み状態となりました。 

  このような状況下において、当社グループは、高機能で付加価値の高い商品やサービスを提供することにこだ

わり、個人向け・法人向けに展開する既存ビジネスによる安定した収益を基盤としつつ、売上高の拡大に向けた

提案力の強化や、新たな収益の柱となる商品・サービスの企画・開発に取り組んでまいりました。

 

  以上の結果、当第１四半期連結累計期間における売上高は39億60百万円（前年同期比4.5％増）、営業利益は

11億６百万円（前年同期比15.7％増）、経常利益は11億０百万円（前年同期比4.9％増）、親会社株主に帰属す

る四半期純利益は８億49百万円（前年同期比0.7％増）となりました。当第１四半期連結累計期間の営業利益、

経常利益、四半期純利益は、いずれも株式上場以来の最高益となりました。

  当社グループの事業区分はソフトウェア関連事業のみであるため、セグメント情報の開示におけるセグメント

情報に関する事項を省略しています。

 

(2) 財政状態の分析

（資産の部） 

  資産合計は、前連結会計年度末比６億14百万円増加の371億71百万円となりました。これは現金及び預金が13

億55百万円、ソフトウェアが５億60百万円増加したこと、受取手形及び売掛金が５億52百万円、有価証券が４億

46百万円、ソフトウェア仮勘定が３億34百万円減少したことなどによるものです。

（負債の部） 

  負債合計は、前連結会計年度末比98百万円減少の62億76百万円となりました。これは前受収益が９億10百万円

増加したこと、未払金が３億６百万円、未払法人税等が４億55百万円、賞与引当金が１億79百万円減少したこと

などによるものです。

（純資産の部）

  純資産合計は前連結会計年度末比７億13百万円増加の308億95百万円となりました。これは利益剰余金が６億

57百万円増加したことなどによるものです。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

  当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。

(4) 研究開発活動

  当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、２億１百万円であります。 

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 66,163,200

計 66,163,200

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成28年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年８月９日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 64,224,800 64,224,800
東京証券取引所

市場第一部
単元株式数100株

計 64,224,800 64,224,800 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成28年４月１日～

平成28年６月30日
－ 64,224,800 － 10,146,515 － 5,355,754

 

 

（６）【大株主の状況】

  当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（７）【議決権の状況】

  当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成28年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

平成28年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式         400 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式  64,220,200 642,202 －

単元未満株式 普通株式       4,200 － －

発行済株式総数 64,224,800 － －

総株主の議決権 － 642,202 －

  （注）    「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が600株含まれており、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数６個が含まれております。

②【自己株式等】

平成28年６月30日現在
 

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

㈱ジャストシステ

ム

徳島県徳島市川内

町平石若松108番

地4

400 － 400 0.00

計 － 400 － 400 0.00

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

  当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について 

  当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成28年４月１日から平

成28年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年６月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表について有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

 なお、金融商品取引法第24条の４の７第４項の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出しております

が、訂正後の四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成28年６月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 8,828,469 10,184,279 

受取手形及び売掛金 3,022,234 2,469,737 

有価証券 14,365,306 13,918,968 

商品及び製品 363,688 318,886 

原材料及び貯蔵品 383,972 492,083 

前払費用 551,064 537,130 

その他 506,825 515,496 

貸倒引当金 △20,788 △18,994 

流動資産合計 28,000,772 28,417,588 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 3,109,726 3,101,489 

土地 3,569,077 3,569,077 

その他（純額） 91,812 85,561 

有形固定資産合計 6,770,616 6,756,129 

無形固定資産    

ソフトウエア 1,048,313 1,608,544 

ソフトウエア仮勘定 338,228 3,836 

その他 1,268 1,114 

無形固定資産合計 1,387,810 1,613,496 

投資その他の資産    

投資有価証券 58,427 56,041 

その他 434,780 423,737 

貸倒引当金 △95,102 △95,102 

投資その他の資産合計 398,105 384,676 

固定資産合計 8,556,532 8,754,301 

資産合計 36,557,305 37,171,890 

 

- 7 -

※訂正　



 

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成28年６月30日) 

負債の部    

流動負債    

買掛金 460,637 287,848 

未払金 2,124,221 1,817,746 

未払法人税等 755,530 299,996 

前受収益 1,109,608 2,020,547 

賞与引当金 416,226 236,361 

返品調整引当金 720,825 744,177 

その他 516,306 612,860 

流動負債合計 6,103,356 6,019,538 

固定負債    

繰延税金負債 2,576 2,060 

退職給付に係る負債 221,443 213,348 

その他 47,586 41,457 

固定負債合計 271,606 256,866 

負債合計 6,374,962 6,276,405 

純資産の部    

株主資本    

資本金 10,146,515 10,146,515 

資本剰余金 12,293,972 12,293,972 

利益剰余金 7,837,638 8,494,854 

自己株式 △553 △553 

株主資本合計 30,277,572 30,934,788 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 5,837 4,668 

為替換算調整勘定 △122,130 △68,855 

退職給付に係る調整累計額 21,062 24,884 

その他の包括利益累計額合計 △95,230 △39,302 

純資産合計 30,182,342 30,895,485 

負債純資産合計 36,557,305 37,171,890 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年６月30日) 

売上高 3,789,565 3,960,643 

売上原価 1,134,802 1,147,501 

売上総利益 2,654,763 2,813,142 

販売費及び一般管理費 1,698,513 1,706,816 

営業利益 956,249 1,106,325 

営業外収益    

受取利息 23,310 28,587 

受取配当金 380 474 

為替差益 38,061 － 

受取賃貸料 31,401 26,701 

その他 6,870 20,440 

営業外収益合計 100,025 76,203 

営業外費用    

為替差損 － 73,662 

賃貸費用 4,835 4,835 

その他 1,980 3,278 

営業外費用合計 6,815 81,775 

経常利益 1,049,459 1,100,753 

税金等調整前四半期純利益 1,049,459 1,100,753 

法人税、住民税及び事業税 205,207 250,864 

法人税等合計 205,207 250,864 

四半期純利益 844,251 849,888 

親会社株主に帰属する四半期純利益 844,251 849,888 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年６月30日) 

四半期純利益 844,251 849,888 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 3,903 △1,169 

為替換算調整勘定 △34,683 53,275 

退職給付に係る調整額 6,461 3,821 

その他の包括利益合計 △24,318 55,927 

四半期包括利益 819,932 905,816 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 819,932 905,816 
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【注記事項】

（会計方針の変更）

 法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対

応報告第32号 平成28年６月17日）を当第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建

物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。 

 これによる当第１四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。

 

（追加情報）

 「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を当

第１四半期連結会計期間から適用しております。 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

  当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自  平成27年４月１日
至  平成27年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自  平成28年４月１日
至  平成28年６月30日）

減価償却費 213,583千円 262,209千円

 

（株主資本等関係）

前第１四半期連結累計期間（自平成27年４月１日  至平成27年６月30日） 
 該当事項はありません。 

当第１四半期連結累計期間（自平成28年４月１日  至平成28年６月30日） 

１．配当金支払額

（決  議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり 
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月23日 
定時株主総会

普通株式 192 3  平成28年３月31日  平成28年６月24日 利益剰余金

 
２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間
の末日後となるもの

  該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自平成27年４月１日  至平成27年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自

平成28年４月１日  至平成28年６月30日）

当社グループは、ソフトウェア関連事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

（１株当たり情報）

  １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自  平成27年４月１日
至  平成27年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自  平成28年４月１日
至  平成28年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 13円15銭 13円23銭 

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千円） 844,251 849,888 

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利

益金額（千円）
844,251 849,888 

普通株式の期中平均株式数（株） 64,224,317 64,224,317

（注）  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

  該当事項はありません。

２【その他】

    該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
  該当事項はありません。
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